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防府市公設青果物地方卸売市場経営戦略 

 

団 体 名 防府市 

事 業 名 防府市公設青果物地方卸売市場 

策 定 日 令和２年１１月１３日 

計 画 期 間 令和２年度～令和１１年度 

１ 事業概要 

（１）事業形態 

法適（全部適用・ 

一部適用）の区分 
法非適用 事業開始年月日 昭和４４年６月１日 

職 員 数 
兼任１人 

再任用２人 
市場種別区分 地方卸売市場 

前 回 の 移 転 

又は再整備年度 
平成元年度 

次 回 再 整 備 

予 定 年 度 
－ 

広域化実施状況 － 

民間活用の状況 

ア 民 間 委 託 － 

イ 指定管理者制度 － 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ － 

 

（２）使用料形態 

売上高割使用料の 

概 要 ・ 考 え 方 

売上高に応じた使用料。他市場の状況を踏まえて、条例

で卸売金額の 2.6/1000 と定めている。 

施 設 使 用 料 の 

概 要 ・ 考 え 方 

施設の使用面積に応じた使用料。施設の取得に要した

起債は償還済であることから、市場運営に必要な人件

費や維持費を原価として算定し、条例で施設種別ごと

に 1㎡あたりの月額単価を定めている。 

使用料改定年月日 令和２年６月２１日 
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（３）現在の経営状況 

・本市場は、昭和４４年６月に開設。平成元年５月に現在の場所

に移転し業務を行っている。 

・開設以来、生産者に安定的な販路を提供するとともに市民の食

生活に必要な生鮮食料品を効率的かつ安定的に供給する役割を

担ってきた。 

・しかしながら、市場を取り巻く環境は、少子高齢化の進展に伴

う社会構造の変化や、消費者ニーズの多様化、市場外流通の拡

大など大きく変化している。 

・こうした中、本市場の年間取扱高、年間税込売上高は減少を続

け、令和元年度の経費回収率は４４％、他会計補助金比率は４

５.３％と、他会計繰入金に依存した経営状況にある。 

 

年間 

取扱高

（t） 

年度 野菜 果実 水産物 肉・鳥・卵類 その他 合計 

R1 2,978 1,408 － 1 91 4,478 

H30 3,391 1,381 － 2 90 4,864 

H29 3,896 1,439 － 1 111 5,447 

年間税込 

売上高 

（百万円） 

年度 野菜 果実 水産物 肉・鳥・卵類 その他 合計 

R1 762 436 － 1 21 1,220 

H30 884 462 － 1 20 1,367 

H29 1,138 438 － 0 27 1,603 

経 常 収 支 比 率 H29 100% H30 100% R1 100% 

経 費 回 収 率 H29 50.4% H30 44.4% R1 44.0% 

他会計補助金比率 H29 37.4% H30 44.2% R1 45.3% 

有 形 固 定 資 産 

減 価 償 却 率 
H29 57.5% H30 59.5% R1 61.6% 

企 業 債 残 高 対 

料 金 収 入 比 率 
H29 0% H30 0% R1 0% 
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２ 将来の事業環境 

（１）取扱高の見通し 

・少子高齢化及び人口減少による食糧消費量の低下、農業の担い

手不足や高齢化の進行などによる農産物の生産量減少に加え、

道の駅等の農産物直売所や通信販売等の増加に伴う市場経由率

の低下などにより、年間取扱高は今後も減少することが見込ま

れる。 

・新規就農者に対して、青果市場への出荷を積極的に案内するな

ど、新たな出荷者の確保に努める。 

・過去５年間の実績では野菜の流通量の減少が大きく、年間取扱

高の見通しは、令和１１年度に約３，９００トンと見込んでい

る。 
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（２）使用料収入の見通し 

・年間取扱高の減少に伴い、売上高割使用料収入の減少が見込ま

れる。 

・卸売業者の経営状況の改善を促すとともに、場内事業者の参入

を促進し、使用料収入の確保に努める。 
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（３）施設の見通し 

・開設から３０年以上が経過しているが、卸売棟の法定耐用年数

は５０年とされており、施設の更新は直近の課題となっていな

い。 

・しかしながら、取扱高の減少や場内事業者の減少から施設に余

剰能力があり、その活用が求められる。 

・また、冷蔵庫等の設備の老朽化が進行しており、定期保守点

検、早期の修繕など適正な管理を行うことにより、現有施設の

活用を図っていく。 

・今後は、施設の余剰能力の活用に努めるとともに、老朽化した

設備の改修を計画的に実施し、投資の平準化に努める。 
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（４）組織の見通し 

・本庁に市場長 1名（兼務）、市場管理事務所に再任用職員２名

の体制で管理運営業務を行っている。 

・市場の活性化に取り組むためには職員体制の充実が必要だが、

他会計繰入金に依存した経営状態にあることから、これ以上の

職員体制を整備することは難しい状況である。 

・今後は、国や市場団体が開催する研修等に参加するなど、他市

場の先進的な運営手法や経営分析等企業会計全般の知識取得に

努め、職員の資質向上を図る。 
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３ 経営の基本方針 

・市民への生鮮食料品の安定供給、集荷・分荷あるいは公正な価

格形成といった公共的機能、地場農産物の出荷者や小売業者の

安定的な出荷・仕入先としての役割など、市場は市民生活の向

上に必要不可欠な事業であり、以下の３つの機能を確保するた

め、今後も公営企業として実施する。 

１ 地域における農産物の効率的な流通拠点 

２ 地域における農産物の公正な価格形成 

３ 地域における農産物の産地振興と地産地消の推進 

・ただし、より効率的な事業運営を図るため、指定管理者制度を

はじめ民間的経営手法の導入など、経営の抜本的な改革につい

ての調査や研究は行う必要がある。 

・施設面では、建設から３０年以上が経過し老朽化が進んでいる

ことから、計画的な修繕に努め、現有施設設備の活用を図って

いく。  
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４ 投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

別紙のとおり 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

目 標 投資的経費の平準化 

計画的な施設の修繕を行うことで経費の平準化に努め、投資的経

費の抑制を図る。 

②収支計画のうち財源についての説明 

目 標 一般会計繰入金の削減 

投資的経費の抑制、卸売業者の経営改善および場内事業者の参入

を促進し、一般会計からの繰入金の削減を図る。 

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

投資以外の経費の主なものは、施設の維持管理に要する委託費や

光熱水費で、歳出の約４割を占めている。 

業務委託の見直しや、省電力化の推進などにより、今後も引き続

き経費の削減に努める。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）未反映の取組や今後検討予定の

取組の概要 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

民 間 活 用 より効率的な事業運営を図るため、指定管理者

制度をはじめ民間的経営手法の導入など、経営

の抜本的な改革についての調査や研究を行う。 

投資の平準化 老朽化した建築物、設備の改修を計画的に実施

し、投資の平準化に努める。 

広 域 化 他市場の状況を参考に調査研究を行う。 

その他の取組 老朽化した施設設備の改修を行うとともに、職

員の防災・安全対策に対する意識の啓発に努め

る。 
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②今後の財源についての考え方・検討状況 

使 用 料 場内事業者の参入を促進するため、令和２年６

月に施設使用料の引き下げを行った。 

卸売事業者の経営状況を勘案し、当面は現状維

持としたい。まずは、卸売事業者の経営状況の

改善に取り組んでいく。 

企 業 債 なし。 

繰 入 金 卸売事業者の経営状況の改善を促し、使用料収

入を確保するとともに、更なる経費節減に努め

繰入金の削減を図る。 

収益により費用を賄うという公営企業の観点か

ら、他会計に依存しない経営基盤を構築してい

く必要がある。 

資産の有効活用

等による収入増

加の取組 

場内事業者の参入を促進するとともに、老朽化

した建物、設備の改修を行いながら、資産の有

効活用に努める。 

その他の取組 地場野菜の消費拡大の取組などを通じ、市場の

認知度向上に努める。 
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③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

委 託 費 施設の維持管理に要する委託費は必要最低限の

契約とする。 

管理運営費 電力供給事業者と安価な電気購入契約を締結す

るなど、経費の節減に努めている。 

設備を更新する場合には省電力機器を導入する

など、固定経費を削減する取組を継続してい

く。 

職員給与費 本事業は、特別会計として運営されており、給

与水準及び職員の処遇については、一般会計の

制度に準ずる。兼務職員・再任用職員を配置す

ることで、給与費の節減に努めている。 

その他の取組 自家用電気工作物や消防設備の点検など必要な

対策を講じている。 
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５ 公営企業として実施する必要性など 

事業の意義、提

供するサービス

自体の必要性 

市場は、消費者に対する安定的な生鮮食料品の

提供、生産者に対する確実な販路の提供、小売

業者に対する取引の場の提供といった重要な役

割を果たしており、本市にとって必要な機能で

ある。 

公営企業として

実施する必要性 

本市場の持つ市民への生鮮食料品の安定供給、

公正な価格形成といった公共的機能、安定的な

出荷・仕入先としての役割などを踏まえ、公営

企業として実施することが必要である。 

 

６ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

・毎年度検証を行い、卸売市場を取り巻く環境の変化などを踏ま

え適宜修正を行い、改定は５年毎を基本に行うこととする。 
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R
4
年
度

収 益 的 支 出

総
費

用

営
業

費
用

職
員

給
与

費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他

R
5
年
度

R
6
年
度

R
7
年
度

営
業

外
費

用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息

う
ち
資

本
費

平
準

化
債

分

そ
の

他

収
支

差
引

R
9
年
度

R
1
0
年
度

R
1
1
年
度
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年
　
　
　
　
　
　
度

本
年
度

区
分

決
算

見
込

(J
)

(K
)

(L
)

(M
)

(N
)

(O
)

(P
)

(Q
)

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

1
2
,2
1
2

1
2
,2
0
0

1
2
,1
7
7

1
2
,1
5
4

1
2
,1
3
1

1
2
,1
0
8

1
2
,0
8
5

1
2
,0
6
2

1
2
,0
3
9

1
2
,0
1
6

（
T
)

(U
)

(V
)

(W
)

(X
)

○
他
会
計
繰
入
金

（
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

本
年
度

区
分

決
算

見
込

1
3
,9
6
8

1
3
,9
0
0

1
3
,8
7
3

1
3
,8
4
6

1
3
,8
1
9

1
3
,7
9
2

1
3
,7
6
5

1
3
,7
3
8

1
3
,7
1
1

1
3
,6
8
4

8
,7
4
4

8
,7
3
0

8
,7
1
5

8
,7
0
0

8
,6
8
5

8
,6
7
0

8
,6
5
5

8
,6
4
0

8
,6
2
5

8
,6
1
0

5
,2
2
4

5
,1
7
0

5
,1
5
8

5
,1
4
6

5
,1
3
4

5
,1
2
2

5
,1
1
0

5
,0
9
8

5
,0
8
6

5
,0
7
4

2
,8
0
5

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,8
0
5

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,8
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

2
,5
0
0

1
6
,7
7
3

1
6
,7
0
0

1
6
,6
7
3

1
6
,6
4
6

1
6
,6
1
9

1
6
,2
9
2

1
6
,2
6
5

1
6
,2
3
8

1
6
,2
1
1

1
6
,1
8
4

R
3
年
度

R
4
年
度

R
5
年
度

R
6
年
度

R
7
年
度

R
8
年
度

R
9
年
度

R
1
0
年
度

R
1
1
年
度

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

R
4
年
度

R
5
年
度

R
6
年
度

R
7
年
度

R
8
年
度

収
益

的
収

支
分

地
方

債
残

高

R
3
年
度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B
)-
(C
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((
R
)/
(S
)×

1
0
0
)

1
0
0

1
0
0

1
0
0

健
全
化
法
施
行
令
第
1
6
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全
化
法
施
行
令
第
1
7
条
に
よ
り
算
定
し
た

事
業

の
規

模

健
全
化
法
第
2
2
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

不
足

比
率

(（
T
）
/
（
V
）
×
1
0
0
)

地
方
財
政
法
施
行
令
第
1
6
条
第
１
項
に
よ
り
算
定

し
た

資
金

の
不

足
額
(R
)

収
益

的
収

支
比

率
（

×
1
0
0

）

赤
字

比
率

（
×
1
0
0

）

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(J
)-
(K
)+
(L
)-
(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-
(O
)

赤
字

収
支

再
差

引
(E
)+
(I
)

積
立

金

前
年
度
か
ら
の
繰
越
金

R
9
年
度

R
1
0
年
度

R
1
1
年
度

1
0
0

1
0
0

1
0
0


